
- 1 -

平成１３年１２月期　　　　個別財務諸表の概要　　　　平成１４年 ２月 ２０日

　アサヒビール株式会社　　　　　　上場取引所（東証・大証・名証各第１部）
　コ  ー  ド 番 号　　 ２ ５ ０ ２　　　　　　　　　　 本社所在都道府県　　東京都
　問 合 せ 先　　　責任者役職名　　広　報　部　長
　　  　　　　氏　　　　　名　 　　古 田 土 　俊　男　　　　　　　　　ＴＥＬ　０３（５６０８）５１２６
　決算取締役会開催日　平成１４年２月２０日　　　　　　　　　中間配当制度の有無　　：　有
　定時株主総会開催日　平成１４年３月２８日　　　　　　　　　単元株制度採用の有無　：　有（１単元１，０００株）

　　１．平成１３年１２月期の業績（平成１３年１月１日～平成１３年１２月３１日）

　　(1)経営成績 　　　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨て)
 　　　　　　　 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

平成１３年１２月期 １，１２１，９２０　　 6.4 　　７８，３７１　　11.1 ６２，７３５ 　524.5

平成１２年１２月期 １，０５４，６４９　   0.2 　　７０，５２５　　 1.6 　１０，０４６　△84.8

　　　　　　　
当 期 純 利 益

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総  資  本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円　　　％ 　　　円　銭 　　　円　銭 ％ ％ ％

平成１３年１２月期 ７，２５９　   － 　１４　３９ 　１３　７０ １．９ ５．５ ５．６

平成１２年１２月期 △９，６５８　   － △１９　３９ 　　　　― △２．６ ０．９ １．０

　　(注) １．期中平均株式数　　　 平成１３年１２月期　　５０４，３１４，５０３株
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年１２月期　　４９７，９９０，８７８株

２．会計処理の方法の変更　無

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率

　　(2)配当状況

１株 当 た り 年 間 配 当 金

中　　間 期　　末

配 当 金 総 額

（ 年 間 ）

配 当 性 向 株 主 資 本

配  当   率

円　　銭 円　　銭 円　　銭 百万円 ％ ％

平成１３年１２月期 １３　００ 　　６　００ 　　７　００ ６，６２４ ９１．３ 　　１．７

平成１２年１２月期  １２　００ 　　６　００ 　　６　００ ５，９７４ 　　－ １．６

　　（注）平成１３年１２月期末配当金にはビール・発泡酒国内売上 NO.1 感謝記念配当金１円を含んでおります。

　　(3)財政状態

総 資 産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率
1 株 当 た り

株  主  資  本

　　百万円　 　百万円　 ％ 円　　銭

平成１３年１２月期 １，１４８，２１９ ３８８，３２０ 　　　　３３．８ 　　　７５６　８４

平成１２年１２月期 １，１３４，１２０ ３６２，３６８ ３２．０ 　　　７２７　６６

　　 (注)　期末発行済株式数　　平成１３年１２月期　　５１３，０８１，３８９株
平成１２年１２月期　　４９７，９９２，５４０株

　　　　　 期末自己株式数　　　平成１３年１２月期　　　　　　５０３，６１５株
　　　　　　　　　　　　　　平成１２年１２月期　　　　　　１０８，６３６株

　　２．平成１４年１２月期の業績予想（平成１４年１月１日～平成１４年１２月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株 当 た り 年 間 配 当 金

中　　間 期　　末

百万円 百万円 　百万円 円　 銭    円　 銭  円　 銭

中間期 ５１３，０００ １５，０００ ２，５００ ６　５０ ― ―

通　期 １，１５８，０００ ７２，０００ ２１，０００  　　― ６　５０ １３　００

　　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）４０円９３銭
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比　較　貸  借  対  照  表
　　　　　　（ 平 成 １３ 年 １２ 月３１ 日 現在 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 増 減 金 額
科 目

金 　 額 構 成 比 金 額 構 成 比 （ △ 印 減 ）

〔資産の部〕

流 動 資 産 ３３７，８９３

％

２９．４ ４４１，６５２

％

３８．９ △１０３，７５８

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

自 己 株 式

商 品 ・ 製 品

半 製 品

原 材 料

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

１，９２１

１５，１２５

１９７，０４９

－

－

８，６７４

７，７００

２０，４３０

８，７５８

５９，５０９

４，８１３

１４，４２９

３，３００

９６２

△４，７８２

８１０，３２５ ７０．６

２，６６５

１７，９１６

１７５，５７４

６７，４７５

１０

５，２６２

８，１２６

２２，００４

７，９８５

１１２，４６０

５， ０３４

１５，３６８

１，１４７

１，６０７

△９９１

６９２，４６８ ６１．１

△７４４

△２，７９１

２１，４７４

△６７，４７５

△１０

３，４１１

△４２６

△１，５７４

７７３

△５２，９５１

△２２１

△９３８

２，１５２

△６４４

△３，７９１

１１７，８５７

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

 投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

自 己 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

５６９，２６７

１６６，１９６

１８１，８６３

１３３，３６７

９，１８６

７８，６５３

７，９５３

２３３，１０４

６１，４３０

７４，０４５

－

４５，９０７

２６，０５７

４３，４９９

△１７，８３６

５７０，７７６

１５９，２２０

１８０，０７９

１３６，３３６

１７，５１２

７７，６２７

７，６２９

１１４，０６１

９，１６６

５７，２３９

１１３

４，６７５

１５，６２７

４１，５８５

△１４，３４５

△１，５０９

６，９７５

１， ７８４

△２，９６９

△８，３２６

１，０２５

３２４

１１９，０４２

５２，２６３

１６，８０６

△１１３

４１，２３２

１０，４３０

１，９１４

△３，４９０

資　産　合　計 １，１４８，２１９ １００．０ １，１３４，１２０ １００．０ １４，０９８
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 増 減 金 額
科 目

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 （ △ 印 減 ）

〔負債の部〕

流 動 負 債 ４９８，７１３ ４３．４ ５１２，３０７

％

４５．１ △１３，５９４

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内償還社債

未 払 金

未 払 酒 税

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

預 り 金

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ

そ の 他

固 定 負 債

３７８

４７，９８３

７０，５００

４８，４１９

２４，５３３

１３８，９５６

７，８６４

１８，６５６

４３，３５８

７８，９８８

１９，０００

７４

２６１，１８５ ２２．８

１９５

４２，７６３

７６，２０９

５０，１５０

３０，１１８

１３６，２８９

８，８１１

２，３６３

３６，３７８

６９， ９６６

５９，０００

６０

２５９，４４４ ２２．９

１８２

５，２２０

△５，７０９

△１，７３１

△５，５８５

２， ６６６

△９４７

１６，２９２

６，９７９

９，０２１

△４０，０００

１４

１，７４１

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

長 期 預 り 金

退職給与引当金

退職給付引当金

             

１２０，０００

４５，４４８

４１，５００

１，８００

３３，６０７

－

１８，８２９

１１０，０００

５３，８６９

４４，５００

１， ８００

３０，５３６

１８，７３８

　－

１０，０００

△８，４２１

△３，０００

　－

３，０７１

△１８，７３８

１８，８２９

負　債　合　計 ７５９，８９８ ６６．２ ７７１，７５１ ６８．０ △１１，８５２

〔資本の部〕

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

その他の剰余金

任 意 積 立 金

当期未処分利益

（うち当期純利益又は

　　　当期純損失（△））

自 己 株 式

１８２，５３０

１８９，９０３

８，６８７

７，７９８

３，１３８

４，６５９

（７，２５９）

△５９８

１５．９

１６．５

０．８

０．７

△０．１

１７７，６６５

１６９，４５７

８，０８４

７，１６１

１８，９５２

△１１，７９１

（△９，６５８）

－

１５．７

１５．０

０．７

０．６

－

４，８６４

２０，４４５

６０２

６３７

△１５，８１４

１６，４５１

（１６，９１８）

△５９８

資　本　合　計 ３８８，３２０ ３３．８ ３６２，３６８ ３２．０ ２５，９５１

負 債 資 本 合 計 １，１４８，２１９ １００．０ １，１３４，１２０ １００．０ １４，０９８
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〔貸借対照表の注記〕
                                                                     （金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 増 減 金 額
摘　　　　　　　要 金　　　額 金　　　額 （ △ 印 減 ）

１．有形固定資産に対する減価償却累計額 ３１６，６６６ ２８４，５２２ ３２，１４４

株 数  ( 株 ) ５０３，６１５ １０８，６３６ ３９４，９７９２．自 己 株 式

金 額 ５９８ １２３ ４７５
　　（注）上記「自己株式」にはストックオプション制度により取得した自己株式４４３，０００株が含まれております。

　　３．期末日満期手形の処理
　　　　　期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。従って当期末日は金融機関の休業日のため、次の

通り期末日満期手形が期末残高に含まれております。　　　　　　                     （金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 増減金額（△印減）
受 取 手 形 ６２３ １，０３２ △４０８
支 払 手 形 ８ １７ △９

　　４．保証債務
（１）銀行借入等に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  （金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 増 減 金 額
摘　　　　　　　要 金　　　額 金　　　額 （ △ 印 減 ）

保 証 債 務 ９，５０９ ６，０２５ ３，４８３

保 証 予 約 １，６０８ １０，０２２ △８，４１４

経 営 指 導 念 書 等 ３５，３４５ ４２，８１５ △７，４７０

　 （２）デリバティブ取引に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　  　　（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 増 減 金 額
摘　　　　　　　要 金　　　額 金　　　額 （ △ 印 減 ）

契 約 額 等 － ３，７００ △３，７００
保 証 予 約 評 価 損 益 － ４６２ △４６２

契 約 額 等 ２２，１７９ ２８，４０１ △６，２２１
経 営 指 導 念 書 等

評 価 損 益 ３４７ ５６８ △２２１
（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のものであります。

　　５．平成１３年１２月期中の発行済株式数の増加内訳

１　株　当　た　り
摘　　　　　　　要

平成１３年１２月期
増　加　株　式　数 転 換 価 格 資 本 組 入 額

千株 　　　　　　円　　銭 円
第 2 回物上担保附転換
第 8 回無担保転換社債
第 10 回無担保転換社債
第 11 回無担保転換社債

１２７
７，５９１

０
０

６９６　８０
１，１６５　００
１，１６５　００
１，７６３　００

３４９
５８３
５８３
８８２

転　換　社　債　計 ７，７２０ 　　　　　　　　 － －

子 会 社 株 式 交 換 ＊）７，８７１ 　　　　　　　　 － ５０

株  式  交  換  計 ７，８７１ 　　　　　　　 　－ 　　　　　－
合　　　　　　　計 １５，５９２ 　　　　　　　　 － 　　　　　－

　　　　＊）ニッカウヰスキー株式会社７，１５６千株、株式会社アサヒビールシステム７１５千株

　　　６．関係会社株式
　　　　　　関係会社株式にはアサヒエコロジー株式会社（平成 14 年 1 月 10 日設立）に対する株式払込金６０百万円が含ま

れております。

　



- 5 -

比　 較　 損　 益　 計　 算　 書
（平成１３年１月１日～平成１３年１２月３１日）

                                                                                       （金額単位：百万円）

科 目
平 成 １ ３ 年 １ ２ 月 期 平 成 １ ２ 年 １ ２ 月 期

増 減 金 額

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 （ △ 印 減 ）

売 上 高

売 上 原 価

１，１２１，９２０

８２７，１７５

％

１００．０

７３．７

１，０５４，６４９

７９８，８８７

％

１００．０

７５．７

６７，２７０

２８，２８７

売 上 総 利 益 ２９４，７４５ ２６．３ ２５５，７６２ ２４．３ ３８，９８３

販売費及び一般管理費（＊） ２１６，３７３ １９．３ １８５，２３６ １７．６ ３１，１３６

営 業 利 益 ７８，３７１ ７．０ ７０，５２５ ６．７ ７，８４６

営 業 外 収 益 ２，７１７ ０．２ ２，５３５ ０．２ １８２

受取利息及び配当金

雑 収 入

営 業 外 費 用

２，０２７

６９０

１８，３５３ １．６

１，８７３

６６２

６３，０１４ ６．０

１５３

２８

△４４，６６１

支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損

雑 損 失

５，４２９
　　　　　－

１２，９２４

６，８５８
４１，０６７

１５，０８８

△１，４２９
△４１，０６７

△２，１６４

経 常 利 益 ６２，７３５ ５．６ １０，０４６ １．０ ５２，６８９

特 別 利 益 １，８２４ ０．２ １４９ ０．０ １，６７４

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券売却益
子 会 社 株 式 売 却 益

特 別 損 失

９０８

６９９
２１５

４７，１３３ ４．２

１４３

－
６

２４，９９６ ２．４

７６５

６９９
２０９

２２，１３７

固定資産売却除却損

投資有価証券評価損

投資有価証券売却損
子 会 社 整 理 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損

ゴルフ会員権売却損等
退職給与引当金繰入額

退職給付会計基準変更時差異

役 員 退 職 慰 労 金

６，３１２

７，６４４

２，９７９
８，９８５

５，３７７

－
－

１５，７３３

９９

４，９４８

１，２４２

　－
４４０

３，１３０

２，８６８
１１，４９１

－

８７３

１，３６３

６，４０２

２，９７９
８，５４４

２，２４７

△２，８６８
△１１，４９１

１５，７３３

△７７４

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△） １７，４２６ １．６ △１４，８００ △１．４ ３２，２２７

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

２２，７５０

△１２，５８２

２．０

△１．１

７，０５０

△１２，１９１

０．７

△１．２

１５，７００

△３９０

当 期 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 （ △ ） ７，２５９ ０．７ △　９，６５８ △０．９ １６，９１８

前 期 繰 越 利 益 ７３６ １，１５２ △４１６

中 間 配 当 額 ３，０３２ ２，９８７ ４５

中 間 配 当 に 伴 う

利 益 準 備 金 積 立 額 ３０３ ２９８ ４

当 期 未 処 分 利 益 又 は

当期未処理損失 （△） ４，６５９ △１１，７９１ １６，４５１
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（＊）販売費及び一般管理費の主要な費目及び及び金額は次の通りです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期

販売奨励金及び手数料

広告宣伝費

運搬費

貸倒引当金繰入額

従業員給与手当

従業員賞与

退職給与引当金繰入額

退職給付費用

減価償却費

その他

６０，９９５

４０，９１２

２２，４５７

５，６０２

１８，４３７

６，４１０

－　

２，１４１

５，９８９

５３，４２６

５４，７７０

３１，８０８

１８，８４３

１，９７０

１６，４６４

５， ６７８

８９５

－　

５，９７４

４８，８３１

２１６，３７３ １８５，２３６
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利　益　処　分　計　算　書　（案）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

摘 要 平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 増 減 金 額

（ △ 印 減 ）

当 期 未 処 分 利 益 又 は

当 期 未 処 理 損 失 （ △ ）

別 途 積 立 金 取 崩 額

固定資産圧縮積立金取崩額

計

４，６５９

　－　

１８６

４，８４６

△１１，７９１

１５，５７６

２３７

４，０２２

１６，４５１

△１５，５７６

△５０

８２３

この処分は次の通りであります。

利 益 準 備 金

配 当 金

取 締 役 賞 与 金

監 査 役 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益

－　

３，５９１

４７

９

１，１９７

２９９

２，９８７

－　

　－　

７３６

△２９９

６０４

４７

９

４６１

１株当たり配当金

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期

年　　間 中　　間 期　　末 年　　間 中　　間 期　　末

円　 銭 円 　銭 円 　銭 円 　銭 円　 銭 円 　銭
普通株式

  （内訳）
　　　普通配当
　　　記念配当

１３　００

１２　００
　１　００

　６　００

　６　００
　　　－

　７　００

　６　００
　１　００

１２　００

１２　００
　　　－

　６　００

　６　００
　　　－

　６　００

　６　００
　　　－

部　門　別　売　上　高
（平成１３年１月１日～平成１３年１２月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

　平成１３年１２月期 　平成１２年１２月期 増　減　率
区 分

金 額 金 額 （ △ 印 減 ）

ビ ー ル

発 泡 酒

ｳｲｽ ｷ ｰ ・ ﾌ ﾞ ﾗ ﾝ ﾃ ﾞ ｰ

そ の 他 の 酒 類

ワ イ ン

不 動 産

９３２，２３４

１４２，５４３

２１，３４６

１５，５７５

８，４５４

１，７６６

１，０４１，１２２

－　

－　

４，７９２

６，９４９

１，７８５

％

△１０．５

－　

－　

２２５．０

２１．６

△１．０

合　　　　　　　計 １，１２１，９２０ １，０５４，６４９ ６．４
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［重要な会計方針］

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　（１）子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法に基づく原価法

　　（２）その他有価証券･･････････････････移動平均法に基づく原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品、製品、半製品･･･････総平均法に基づく原価法

(2) 販売用不動産･････････････個別法に基づく原価法

(3) 原材料、貯蔵品･･･････････移動平均法に基づく原価法

　

３．固定資産の減価償却の方法(***)

(1) 有形固定資産

　 ①生産設備･･････････････････････････････････････････････定額法

上記のほか、東京工場の閉鎖とともに除却する生産設備については除却時の未償却額を除却予定日までの期間

に基づいて償却しております。

　 ②物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物＊）････定額法

　 ③上記以外の物流設備ほか････････････････････････････････定率法

　　（*）ただし、建物附属設備は除く。

(2)無形固定資産 ･･･････････････････････････････････････････定額法(**)

(**)ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(***)耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

４．繰延資産の処理方法 ･････････繰延資産については、支出時に全額費用としております。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金･･････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につきましては、個別に回収可能性を検討して、回収不能

見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金･･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（１５，７３３百万円）については、当会計期間に一括償

却しております。

　　　　　　　　　　

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の処理

消費税等は税抜方法によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費

用としております。
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［追加情報］

１． 退職給付会計

当会計期間から「退職給付に係る会計基準」（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平

成 10年 6月 16 日））を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ､退職給付費用は 1４，５８２百万円多く計上されており､営業利益及び経常

利益は１，１５１百万円多く、税引前当期純利益は１４，５８２百万円少なく計上されております。

また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計

当会計期間から「金融商品に係る会計基準」（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平

成 11 年1月 22日））を適用し、有価証券の評価基準及び貸倒引当金の計上基準を変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は１４１百万円、経常利益及び税引前当期純利益は１９１百万円

それぞれ多く計上されております。

当会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについては時価評価を行っておりません。

なお、平成12年大蔵省令第8 号附則第4 項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりであります。

　　　　貸借対照表計上額　　　　　　　４３，４５８百万円

　　　　時価　　　　　　　　　　　　　３９，６８５百万円

　　　　評価差額金（損）相当額　　　　　２，１９４百万円

　　　　繰延税金資産相当額　　　　　　　１，５７７百万円

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券を投資有価証券として表示しております。

　　　この結果、流動資産の有価証券は６７，４７５百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

３．外貨建取引等会計基準

当会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審

議会　平成11 年10月22日））を適用しております。

これによる損益への影響はありません。

４．自己株式

流動資産及び固定資産の投資その他の資産に記載しておりました「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により、

当会計期間から資本に対する控除項目として資本の部の末尾に記載しております。
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［リース取引関係］

   

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期

機械及び

装　　置

工具・器

具・備品

そ の 他 合 計 機械及び

装　　置

工具・器

具・備品

そ の 他 合 計

取 得 価 額

相 当 額 45,914 39,036 86 85,036 45,914 37,004 77 82,996

減 価 償 却

累計額相当額 24,924 19,981 40 44,946 20,608 18,112 39 38,760

期 末 残 高

相 当 額 20,990 19,054 45 40,090 25,306 18,892 37 44,236

②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期

１　　　　　年　　　　　内 １０，７６２ １０，７３５

１　　　　　年　　　　　超 ３１，６８９ ３６，３１５

 合  　　　　　　　　　　計 ４２，４５２ ４７，０５１

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期

支 払 リ ー ス 料 １３，２８８ １２，９１６

減 価 償 却 費 相 当 額 １０，８０３ １０，４２７

支 払 利 息 相 当 額 　２，０２６ 　２，３７３

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・ 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

 おります。

・ 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、

　各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　・未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期

１　　　　　年　　　　　内 １０ 　９

１　　　　　年　　　　　超 １４ １６

 合  　　　　　　　　　　計 ２５ ２５
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［有価証券関係］
有 価 証 券

子会社株式で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　（金額単位：百万円）

区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

子 会 社 株 式 ７，１０４　 １６，１４６　 ９，０４１　

合　　　　　計 ７，１０４　 １６，１４６　 ９，０４１　

［税効果会計関係］

平成１３年１２月期 平成１２年１２月期

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別内訳

（繰延税金資産）

　　　貸倒引当金損金算入限度超過額

　　　賞与引当金損金算入限度超過額

　　　退職給付引当金損金算入限度超過額

　　　未払事業税否認

　　　子会社株式評価損否認

　　　固定資産見積撤去費用否認

　　　減価償却費損金算入限度超過額

　　　投資有価証券評価損否認

　　　そ　の　他

　　　

　　　評価性引当額

　　繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

　　　　固定資産圧縮積立金

　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主要な項目別の

　　内訳

　　法定実効税率

　　（　調　整　）

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目

　　　子会社株式評価損

　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目

　　　そ　の　他

　税効果会計適用後の法人税等の負担率

（百万円）

　９，０８２

　２５０

１０，６９８

　１，６７７

　２，２４９

　７５２

　２，０３５

　２，８６１

　３，３２４

３２，９３２

△１，４５２

３１，４７９

△２，１２１

△２，１２１

２９，３５８

４１．８

９．６

８．３

△１．７

　０．３

５８．３

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別内訳

（繰延税金資産）

　　　貸倒引当金損金算入限度超過額

　　　賞与引当金損金算入限度超過額

　　　退職給与引当金損金算入限度超過額

　　　未払事業税否認

　　　子会社株式評価損否認

　　　固定資産見積撤去費用否認

　　　減価償却費損金算入限度超過額

　　　投資有価証券評価損否認

　　　そ　の　他

　　繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

　　　　固定資産圧縮積立金

　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主要な項目別の

　　内訳

　　法定実効税率

　　（　調　整　）

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目

　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目

　　　そ　の　他

　税効果会計適用後の法人税等の負担率

（百万円）

　５，８５７

　１３８

　５，２５０

　２１２

　２，６１８

　７５２

　１，１４１

　５１９

　２，５４２

１９，０３１

△２，２５６

△２，２５６

１６，７７５

（％）

４１．８

△９．９

　　２．５

　　０．３

３４．７
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役員人事について

平成１４年２月２０日の取締役会において、下記の通り役員人事が内定いたしましたのでご連絡申し
上げます。

記

１.　来る３月２８日開催の定時株主総会において、次の通り選任予定
　　＜新任取締役候補者＞
　　　　　　　岡　田　正　昭　（現　執行役員　広報・財務・会計・秘書・総務担当）
　　　　　　　野　中　ともよ　（現　経営アドバイザー）
　　　＜注＞・取締役に就任予定の岡田正昭氏は同日付けの取締役会で常務取締役に昇任予定。
　　＜新任監査役候補者＞
　　　　　　　佐　藤　　明　　（現　顧問　国際事業本部関与）

２.　３月２８日開催の取締役会において、次の通り執行役員を選任予定
　　　　　　　執行役員　　三　谷　　昌　（現　理事　東京工場長）
　　　　　　　執行役員　　名　倉　伸　郎（現　理事　原材料部長）
　　　　　　　執行役員　　石　井　敏　史（現　理事　近畿圏本部副本部長　兼　大阪支社長）
　　　＜注＞・執行役員に就任する三谷昌氏は、西宮統括工場長に就任予定。
　　　　　　・執行役員に就任する名倉伸郎氏は、監査部長に就任予定。
　　　　　　　また、名倉氏の後任の原材料部長は、川村光氏（執行役員　生産事業本部副本部長　兼

生産企画部長）が兼任予定。
・執行役員に就任する石井敏史氏は、引き続き、近畿圏本部副本部長　兼　大阪支社長を
継続予定。

３.　３月２８日開催の定時株主総会において、次の通り退任予定
　　＜監査役退任予定者＞
　　　　　　　増　井　健　一　郎　（現　常勤監査役）
　　　＜注＞・常勤監査役を退任する増井健一郎氏は、非常勤顧問に就任予定。

４.　３月２８日開催の取締役会において、次の執行役員が退任予定
　　　　　　　岡　田　正　昭　　（現　執行役員　広報・財務・会計・秘書・総務担当）
　　　　　　　吉　野　昌　邦　　（現　執行役員　酒類事業本部副本部長　北海道支社駐在）
　　　　　　　吉　岡　徳　太　郎（現　執行役員　西宮統括工場長）
　　　＜注＞・執行役員を退任する岡田正昭氏は、常務取締役に就任予定。
　　　　　　・執行役員を退任する吉野昌邦氏は、ニッカウヰスキー株式会社非常勤顧問に就任予定。
　　　　　　・執行役員を退任する吉岡徳太郎氏は、アサヒビールモルト株式会社代表取締役社長に就

任予定。

５.　３月２８日開催の取締役会において、次の取締役が昇任予定
　　　　　　　専務取締役　　　小　倉　貞　男（現　常務取締役）
　　　　　　　常務取締役　　　大　原　清　明（現　取締役）

６.　３月２８日開催の取締役会において、次の執行役員が昇任予定
　　　　　　　専務執行役員　　藤　田　　博　（現　常務執行役員　酒類事業本部副本部長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼　首都圏本部長）

［別紙］
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　　　　　　　専務執行役員　　荻　田　　伍　（現　常務執行役員　関信越地区本部長）
　　　　　　常務執行役員　　秋　元　延　介（現　執行役員　近畿圏本部副本部長）
　　　　　　常務執行役員　　後　藤　義　弘（現　執行役員　監査部長）
　　　　　　常務執行役員　　藏　口　　勝　（現　執行役員　営業推進本部長）
　　　　　　常務執行役員　　高　橋　正　哲（現　執行役員　酒類事業本部長）

　　　＜注＞・専務執行役員に昇任する藤田博氏は、引き続き、酒類事業本部副本部長　兼
首都圏本部長を継続予定。

・専務執行役員に昇任する荻田伍氏は、引き続き、関信越地区本部長を継続予定。
・常務執行役員に昇任する秋元延介氏は、引き続き、近畿圏本部副本部長を継続予定。
・常務執行役員に昇任する後藤義弘氏は、財務・会計・秘書・総務担当役員に就任予定。
・常務執行役員に昇任する藏口勝氏は、引き続き、営業推進本部長を継続予定。
・常務執行役員に昇任する高橋正哲氏は、引き続き、酒類事業本部長を継続予定。

７.　３月２８日開催の取締役会において、次の執行役員の担当を変更予定
　　　　　　　執行役員　経営戦略・人事戦略・事業計画推進・広報担当　兼　事業計画推進部長

　　　小　路　明　善（現　執行役員　経営戦略・人事戦略・事業計画推進担当　兼
事業計画推進部長）

以　上
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取締役候補者（新任）

平成１４年２月２０日

岡田　正昭（オカダ　マサアキ）
生年月日　　　　　　昭和２０年１０月２６日

　　昭和４３年　４月　　　　当社入社
　　平成　７年　９月　　　　西東京支社長
　　平成　９年　３月　　　　理事　西東京支社長
　　平成　９年　９月　　　　理事　営業部長
　　平成１１年　３月　　　　取締役　営業部長
　　平成１１年　９月　　　　取締役　営業本部副本部長
　　平成１２年　３月　　　　ニッカウヰスキー株式会社常務取締役
　　平成１３年　３月　　　　執行役員
　　平成１３年　４月　　　　執行役員　酒類事業本部副本部長
　　平成１３年　９月　　　　執行役員　広報・財務・会計・秘書・総務担当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現在に至る）

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

野中　ともよ（ノナカ　トモヨ）
生年月日　　　　　　昭和２９年　６月１８日

昭和５３年　５月　　　　フリージャーナリスト
　　　　　　　　　　　　　　（現在に至る）

　　昭和６２年　４月　　　　中央女子大学客員教授
（現在に至る）

　　平成　６年　９月　　　　財団法人東京国際交流財団理事
（現在に至る）

　　平成　７年　１月　　　　財務省財政制度審議会委員
（現在に至る）

　平成１０年　３月　　　　財団法人日本体育協会理事
（現在に至る）

　平成１１年　５月　　　　文部科学省中央大学審議会委員
（現在に至る）

平成１３年　４月　　　　日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会社理事長
　　　　　　　　　　　　　　（現在に至る）
平成１３年１０月　　　　当社　経営アドバイザー

（現在に至る）
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監査役候補者（新任）

平成１４年２月２０日

佐藤　明（サトウ　アカシ）
生年月日　　　　　　　昭和１６年　３月１３日

　　昭和３８年　４月　　　　当社入社
平成　８年　３月　　　　取締役　システム企画部長

　　平成１０年　３月　　　　常務取締役　システム企画部長
　　平成１０年　９月　　　　常務取締役　全社マネジメント本部副本部長
　　平成１１年　９月　　　　常務取締役　総合品質本部長
　　平成１２年　１月　　　　常務取締役　中国代表部顧問
　　平成１２年　２月　　　　専務取締役　中国代表部顧問
　　平成１２年　３月　　　　顧問　中国代表部顧問
　　平成１２年　７月　　　　顧問　朝日ﾛ卑酒（上海）産品服務有限公司総経理
　　平成１３年　９月　　　　顧問　国際事業本部関与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現在に至る）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


